　事務連絡
令和 ６ 年 ３ 月 ６ 日
受　託　業　者　各　位
契約検査課課長
令和６年３月から適用する設計業務委託等技術者単価の

適用と特例措置の実施について（通知）
令和６年３月から適用しております設計業務委託等技術者単価（以下「新技術者単価」という。）の運用に係る特例措置について、下記のとおり取り扱うこととしますのでお知らせします。
記

１　特例措置の内容

新技術者単価の決定に伴い、２に定める土木設計業務等の受注者は、発注者に対し、設計等業務委託契約書第２２条（契約外の事項）の規定等に基づく業務委託料の変更に係る協議を請求することができるものとする。
２　対象業務等
令和６年３月１日以降に契約を行う土木設計業務等のうち、予定価格の積算を新技術者単価の適用以前の技術者単価をもって行っているもの。
３　業務委託料の変更
　　　変更後の業務委託料については、次の方式により算出する。

　　　変更後の業務委託料＝（新技術者単価及び当初契約時点の材料単価による積算に係る

予定価格）×当初契約の落札率

ただし、「当初契約時点の材料単価」とは、当初契約締結日における最新の材料単価とする。
４　協議請求期限
本通知に基づく業務委託料の変更に係る受注者からの協議の請求期限は、原則として当初契約締結後１４日以内とする。
